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教
育
一
括
交
付
金
に
関
す
る
質
問
主
意
書

民
主
党
は
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
で
基
本
的
に
地
方
が
自
由
に
使
え
る
「
一
括
交
付
金
」
と
し
て
、
義
務
教
育
の
必
要
額
は
確
保
す

る
と
し
て
い
る
。
「
教
育
一
括
交
付
金
」
は
、
鳩
山
内
閣
が
進
め
る
教
育
の
現
場
主
権
に
お
い
て
、
地
方
の
予
算
確
保
を
担
保

す
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。
さ
ら
に
政
府
は
、
通
常
国
会
に
「
地
域
主
権
推
進
一
括
法
案
」
を
提
出
す
る
予
定
で
あ
る
。

教
育
行
政
は
、
国
と
都
道
府
県
、
市
町
村
が
適
切
な
役
割
分
担
及
び
相
互
の
協
力
の
も
と
行
わ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る

が
、
教
育
の
現
場
主
権
化
を
進
め
る
際
に
、
国
と
地
方
の
役
割
を
ど
う
分
担
す
る
か
な
ど
に
関
し
て
、
鳩
山
政
権
の
考
え
は
明

確
で
は
な
い
。

従
っ
て
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
質
問
す
る
。

一

鳩
山
政
権
の
考
え
る
、
教
育
行
政
に
お
け
る
国
と
都
道
府
県
、
市
町
村
の
役
割
の
分
担
に
つ
い
て
示
さ
れ
た
い
。

二

教
育
一
括
交
付
金
の
検
討
状
況
及
び
今
後
の
対
応
方
針
に
つ
い
て
示
さ
れ
た
い
。

右
質
問
す
る
。


